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まえがき 

 少子高齢化が急速に進展する中、労働力人口の減少に対応し、経済と社会を発展させるた

め、全ての人が社会を支える全員参加型社会の実現が求められている。こうしたなか高年齢

者については、2013 年度から特別支給の老齢厚生年金の報酬比例部分の支給開始年齢が段

階的に引き上げられることになり、この動向を踏まえ、高年齢者が少なくとも年金受給開始

年齢までは意欲と能力に応じて働き続けられる環境の整備を目的として、「高年齢者等の雇用

の安定等に関する法律」（高年齢者雇用安定法）の一部が改正され、2013 年 4 月 1日から施

行されることとなった。

高年齢者雇用安定法の改正では、継続雇用制度の対象となる高年齢者について、事業主が

労使協定により定める基準によって限定できる仕組みを廃止することなどが講じられた。こ

の法改正を機に、自社の高年齢社員の活用方法や雇用確保措置等について見直したり、再検

討した企業も少なくないと思われる。

今般、当機構では、厚生労働省からの要請を受け、高年齢者雇用安定法及び労働契約法の

改正への企業の対応状況について把握するため、2013 年 7 月から 8月にかけてアンケート

調査を実施した。また、アンケート調査を補完する目的から、アンケート調査回答企業の数

社に対して聞き取り調査を行った。本報告書は、調査結果のうち高年齢者雇用安定法にかか

る部分についてとりまとめたものである。

本調査にご回答いただいた企業にこの場を借りて改めて感謝申し上げたい。本報告書が、

高年齢者雇用にかかわる方々に少しでも役に立つものになれば幸いである。

2014 年 5 月

 

独立行政法人 労働政策研究・研修機構 

理 事 長  菅 野 和 夫 

  



 
 

調査担当者と執筆分担 

 

本調査（「高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用状況に関する調査」）は、調査・解

析部の荒川創太・主任調査員補佐と渡辺木綿子・同で行い、改正高年齢者雇用安定法にかか

る調査を荒川が、改正労働契約法にかかる調査を渡辺が担当した。調査結果のうち改正高年

齢者雇用安定法にかかる調査結果を収録する本報告書のとりまとめ・執筆については、荒川

が行った。

なお、改正労働契約法にかかる調査結果は、調査シリーズNo.122 としてとりまとめられ

る予定であり（渡辺がとりまとめ・執筆）、労働契約法にかかる調査結果についてはそちらを

参照願いたい。
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